様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年4月4日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）にっしんしょくひんほーるでぃんぐす
                  一般事業主の氏名又は名称 日清食品ホールディングス株式会社
（ふりがな）あんどう　こうき　　
                              （法人の場合）代表者の氏名  安藤　宏基   印
住所　〒532-8524　大阪府大阪市淀川区西中島4-1-1

法人番号　7120001057574　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 サステナビリティ報告書2019
2 中長期成長戦略

	公表日
	1 2020年6月
2 2021年5月11日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 サステナビリティ報告書2019：9ページ
https://www.nissin.com/jp/about/csr/report/pdf/sustainability_report2019.pdf
2 中長期成長戦略
https://www.nissin.com/jp/ir/management/business_plan/

	記載内容抜粋
	1 （略）日清食品は2019年をデジタル元年とし、デジタル技術を駆使した経営の効率化を進めていきます。そして、効率化により生まれた時間をよりクリエイティブな仕事に充て、日清食品の経営テーマである「Beyond Instant Foods」、つまり「インスタントラーメンに続く“今はない”新しい価値」を生み出し、未来の食文化を創造していきたいと考えています。（略）
2 Digital時代における事業構造改革の推進
純粋なデジタル化に留まらないビジネスモデル自体の変革を目指した全社活動テーマNBX：NISSIN Business Transformationを掲げ、徹底的に追求していきます。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認に基づき、社外公開しております。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 「DX銘柄2020」選定企業レポート
2 中長期成長戦略
3 「DX注目企業2021」選定企業レポート

	公表日
	1 2020年8月25日
2 2021年5月11日
3 2021年6月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 「DX銘柄2020」選定企業レポート：16ページ
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/report2020.pdf
2 中長期成長戦略
https://www.nissin.com/jp/ir/management/business_plan/
3 「DX注目企業2021」選定企業レポート：44ページhttps://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/dx-report2021.pdf

	記載内容抜粋
	1 新型コロナウイルスの影響により日常が一変する状況においても、お客様へ商品を安定供給すること、すなわち「食」のライフラインを守り抜くことこそ日清食品グループの使命と再認識して、「食足世平」「食創為世」「美健賢食」「食為聖職」の4つの創業者精神をもとに2019年度を「デジタル元年」として推進していたDXをさらに加速してまいります。
2 Digital時代における事業構造改革の推進
純粋なデジタル化に留まらないビジネスモデル自体の変革を目指した全社活動テーマNBX：NISSIN Business Transformationを掲げ、徹底的に追求していきます。
＜ビジネスモデル自体の変革＞
・タレントマネジメントシステム高度化
・360°消費者理解
・データドリブンなソリューション提案
・サプライチェーンの清流化
＜効率化による労働生産性の向上＞
・ツールの最大活用
・ペーパーレス／ハンコレス
・スマートファクトリー

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 ③　取締役会の承認に基づく社外公開内容を日清食品ホールディングス株式会社代表取締役副社長・COOの確認をいただき、公開しております。
2 取締役会の承認に基づき、社外公開しております。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2021年2月3日付プレスリリース
会社人事・機構改革について取締役会の決定に基づき公表しております。
https://cdn.nissin.com/gr-documents/attachments/news_posts/9202/5acfae513552760f/original/20210203-1.pdf?_ga=2.196533418.787823714.1646973058-1924571425.1599556656

	記載内容抜粋
	「サプライチェーン構造改革プロジェクト」、「情報企画部」、「DX推進部」を「経営企画プラットフォーム」に集約、DX推進を加速しております。
【発令日】2021 年 4 月 1 日
2.機構改革
(1)「サプライチェーン構造改革プロジェクト」を「経営企画プラットフォーム」に移管します。
(2)（略）「情報企画部」を「経営企画プラットフォーム」に移管します。
(3)「財務プラットフォーム」内にある「Business Innovation 室」を「DX 推進部」に改称し、「経営企画プラットフォーム」に移管します。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「DX銘柄2020」選定企業レポート：16ページ
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/report2020.pdf
「DX注目企業2021」選定企業レポート：44ページ
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/dx-report2021.pdf

	記載内容抜粋
	「DX銘柄2020」選定企業レポート：16ページ
（略）安全性と生産性を追求した「次世代型スマートファクトリー」（中略）2018年10月に生産開始したこの関西工場は、年間最大10億食の生産能力を有し、工場内に700以上の品質管理カメラを配置、「NASA室」と呼ばれる自動監視管理室で全製造工程をモニタリング（略）
「DX注目企業2021」選定企業レポート：44ページ
（略）「サプライチェーン清流化」プロジェクトは、単なるデジタル化に留まらないビジネスモデルの変革を目指したNBX（NISSIN Business Transformation）の一環として活動を開始、責任権限など「ルール」改定から始め、デジタルの活用によるビジネスプロセスの刷新、組織改編などのBPRを実行、チャンスロス回避と生産性向上を目指して、新しいビジネスプロセスを支える情報システム基盤の再構築、社内外関係部署間の密連携を行った。（略）



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「DX銘柄2020」選定企業レポート

	公表日
	2020年8月25日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「DX銘柄2020」選定企業レポート：16ページ
https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/keiei_meigara/report2020.pdf

	記載内容抜粋
	（略）効率化による労働生産性の向上として、IoT技術で安全性と生産性の向上を追求した次世代型スマートファクトリーでは不良品発生率は100万食に一つ以下、宇宙ロケット打ち上げの安全基準よりも高い品質を目指しております。
また、「レガシーシステム終了PJ」にて「ランザビジネス：バリューアップ」のIT予算比率が2019年度までは「9:1」であったところ、2020年度には「6:4」まで改善、（略）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年11月5日

	発信方法
	https://www.nissin.com/jp/ir/library/financialresults/pdf/kes_2203_2q_02.pdf
2021年度 第2四半期決算報告にて、実務執行総括責任者（経営者）と同等の権限・責任を有する日清食品ホールディングス株式会社代表取締役副社長・COOの安藤 徳隆より、「新規事業の推進」、「Digital時代における事業構造改革の推進」として説明

	発信内容
	「新規事業の推進」
（略）D2Ｃ（ECなど）の領域では、バイタルデータと連動した未病改善プログラムの開発を、Preferred Networks 社様と、「食と健康状態のアルゴリズム」構築に向けてすでに実施した臨床試験データを活用して分析を積み重ねております。Craif㈱様とも、尿中microRNA解析による非侵襲での生活習慣病の早期発見に関する共同研究を スタートしております。（略）
「Digital時代における事業構造改革の推進」
当社は、DXの推進を、単なるデジタル化に留めるのではなく、ビジネスモデルの変革を目指し「NISSIN Business Transformation」、略してNBXを全社活動として推進しています。
（略）中長期成長戦略では、NBX：NISSIN Business Transformationによる事業構造改革を7つの切り口で推進していくことを掲げています。（中略）労働生産性向上を目指す構造改革である 「ツールの最大活用」と「ペーパーレス／ハンコレス」 ですが、コロナ禍を機に、タブレットPCの標準化 ・ コミュニケーションのオンライン化等、デジタル環境を全社的に再整備し、働くための仕組み改革を実施しました。（中略）構造改革として、「360度消費者理解」「データドリブンなソリューション提案」を活用した、日清食品におけ るデジタルと多彩なコンテンツを連動させたソリューション提案（略）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2019年10月以降

	実施内容
	「DX推進指標」による自己診断を活用して課題の把握を行っており、2019年の試行版検討時は経済産業省様とのワーキンググループにも参加、2021年12月21日にはDX推進ポータルへ診断結果を報告しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2008年10月以降、コーポレートサイトで公開
情報セキュリティの強化 | 日清食品グループ
https://www.nissin.com/jp/sustainability/compliance/security/

	実施内容
	日清食品グループは、日清食品ホールディングス代表取締役副社長・COOを委員長とし、グループ情報責任者であるCIOを事務局長とする「情報セキュリティ委員会」を設置しています。また、情報セキュリティに関する国家資格「情報処理安全確保支援士」を保持する社員が情報セキュリティの強化に向けた活動に取り組んでいます。
具体的には「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」に基づき中長期のアクションアイテムを設定、重要なシステムが導入される際には社内の「情報処理安全確保支援士」や社外コンサルタントによるセキュリティ監査を実施しております。
また、ゼロトラストネットワークに基づくEDRを全社的に導入、さらにSOCによる24時間365日監視を実施する体制を構築しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

